
旅館業許可申請に必要な書類等  

(1)  旅館業営業許可申請書 

 (2)  申請手数料    □旅館・ホテル営業       ２４,９００円  

（施設を設けて、宿泊料を受けて、人を宿泊させる営業で、）簡易宿所営業及び下宿営業以外のもの。） 

□簡易宿所営業      ２１,１００円  

（宿泊させる場所を多人数で共用する構造及び設備を主とする施設を設け、宿泊料を受けて、人を宿泊させる

営業で、下宿以外のもの。シングルルーム主体にはできない。） 

                   □下宿営業       ２１,１００円  

（施設を設け、一月以上の期間を単位とする宿泊料を受けて、人を宿泊させる営業。） 

 (3)  添付書類 

   □ 施設構造設備の概要（申請書添付様式） 

   □ 客室の概要（申請書添付書類） 

□ 寝具の種類および数量調書（申請書添付様式） 

   □ 施設の構造設備を明らかにした各階平面図 

図面等は縮尺が記載され、構造の詳細が確認できるものをＡ４版の大きさに折りたたんで

提出してください。 

□ 施設及び施設に附属する工作物の配置図 

□ 施設及び施設に附属する工作物の外壁及び屋根の形態、意匠等を明らかにした立面図   

施設に付随する看板等の工作物も含めること 

□  玄関帳場その他これに類する構造設備の詳細図 

□ 施設の設置場所の周囲１００メートル以内の見取図 

法第 3 条第 3 項各号に係る施設（学校等）の施設の位置を明示すること、縮尺が記載
されていること、敷地半径 100ｍの円を描くこと。 

□ 定款又は寄附行為の写し  ※申請者が法人の場合に必要 

□  その他 

・ 旅館業法第 3 条による申請者情報の提出書類（申請書添付書類） 

・ 法人の登記事項証明書（こちらでコピーをとります） 
 申請者が法人の場合に必要 

・ 建築基準法第７条第５項に規定する検査済証の写し 

 既存施設にあっては、建築当時と施設に変更がない場合は建築部局から当該施設に関する

「検査済証明書」の交付を受けてその写しを提出してください。（事業譲渡で譲り受けた

ものから変更がない場合は省略可） 

・ 消防法令の適合通知書の写し（事業譲渡で譲り受けたものから変更がない場合は省

略可） 

・ 旅館業法施行規則第 5 条第 1 項第 4 号に該当する施設にあっては、申請者が行おう

としている農村滞在型余暇活動又は山村・漁村滞在型余暇活動に必要な役務の提供

内容を記載した書面 
（作成日 令和 6 年 2 月 5 日） 


